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Ⅰ はじめに 

学校現場における就学児童生徒数の減少(杉浦

2007)により、近年、文部科学省では、平成 20 年

度から「小・中学校の設置・運営の在り方等に関

する作業部会(1)」を設け、学校規模適正化を通し

て義務教育水準の向上と学校経費の合理化を図る

ことを掲げている。  

同時に、その取組においては、文部省通知(1973)

【文初財第 431 号：統合を進める際の留意事項】

にも述べられているように、学校規模適正化を進

めていくに当たって、地域の住民及び児童生徒を

配慮することが求められている。 

よって、学校規模適正化事業を円滑に推進し、

かつ教育的・行政的効果を高めるためには、対象

校の選定において、①地域の特色や歴史、②教育

の環境、③自治体の行政能力、をバランスよく組

み合わせる必要があるといえよう。 

その中で、教育の環境を考慮するために、教員

の教育論理の様相を探ってみることは、意義があ

ると考えられる。なぜなら、教員は、その地域に

おける児童生徒が抱えている教育現状について最

も詳しい専門家（佐藤 2010）である、からである。 

このような背景で、本稿では、教員の教育論理

の様相から学校規模適正化対象校の選定における

知見を見出すことを目的に、考察を行ってみた。 

考察の方法
(2)としては、まず、北九州市教員へ

のアンケート調査結果を基に因子分析を行い、教

員の小規模校に対する意識の様相を探ってみた。

また、その結果から、対象校の選定における知見

を導出するために、多変量分散分析を施し、教員

の経験や立場による教育論理の解釈を試みた。 

Ⅱ 学校規模適正化事業のモデル 

はじめに、学校規模適正化事業を眺める枠組み

を設けるために、その時系列的構造について、北

九州市の先行事例インタビューを基に、モデル化

を行ってみた。その結果を図１に示す。 

 図 1 に示されているように、自治体の教育委員

会により学校規模適正化事業が検討されると、そ

の対象となる地域の思いを把握し、地域の関係者

と話し合う必要がある。 

 一方、それに並んで、教員の教育論理を明らか

にしておくことは、地域の関係者と学校規模適正

化事業を話し合う上で、欠かせないものであると

考えられる。なぜなら、その教育論理には、地域

の児童生徒が抱えている教育問題の現状が反映さ

れているので、自治体の行政論理と地域論理の間

に共存の場を与える役割を期待できるからである。 

適正化事業の検討

地域論理と教育論理
の調査

対象校の選定

方策の模索

フォーマル組織 インフォーマル
組織

協同体制の構築

適正化の施行
  

図１ 学校規模適正化事業のモデル 
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 なお、北九州市教育委員会では、地域の思いを

把握する方法として、説明会、アンケートなどを

活用している。その際に、保護者会、自治会、ま

ちづくり協議会、学校関係者など、協議の対象と

なる組織が多くあるので、それぞれの思いが把握

できるよう努めている。 

 

Ⅲ 小規模校に対する意識様相の推論

 次に、教員の教育論理を探って見るために、北

九州市内の小・中学校教員を対象にアンケート調

査を行った。その中で、教員の意識様相の推論に

は、小規模校に対する意識項目の回答結果を用い

て因子分析を行った。以下では、その詳細につい

て述べる。 

 

１．分析方法

まず、小規模校に対する意識項目の調査票は 16

個からなる 4 点尺度（値が高い方が否定的な意識

の方向）の質問によって構成されている。分析に

用いた調査対象は、北九州市内の小学校教員 552

名（123 校）、中学校教員 362 名（58 校）、合計で

914 名である。調査データは 2013 年 6 月から 8 月

にかけて収集された。 

次に、因子分析には、主因子法とバリマックス

回転を施した。因子分析後の因子負荷量行列を表

1 に示す。 

 

２．考察結果

最初に、因子分析の結果として、固有値１以上

の４つの因子を得た。各因子は質問の内容から、

① 社会性/学力、② 授業指導（集団活動）、③ 学

校経営（学級運営）、④ 自主性と命名した。ここ

で、因子の信頼性は、因子１の社会性/学力と因子

２の授業指導（集団活動）が７割以上の良好な信

頼性を有している。反面、因子３の学校経営（学

級運営）と因子４の自主性は７割に達しておらず、

今後、因子３と因子４に関する質問項目を補う必

要がある。 

一方、累積寄与率は 62%を占めた。なお、質問

項目の中で 12,15,16 番の質問は、低い共通性を示

しており、かつ除去したほうが信頼性に寄与でき

るので削除した。 

以上をまとめると、①各因子は、6 割以上の信

頼性を有している、②因子らは、各質問について、

5 割以上の共通性を有している、③因子らによる

表１ 教員の小規模校に対する意識調査結果（因子負荷量行列表） 

 
※ 項目は質問票で使用されたワーディングを短縮したものである。 

次元 因子１ 因子２ 因子３ 因子４ 共通性 平均

多方面での児童能力の発達が望みにくい。

児童の役割や位置づけが固定化しがちである。

児童相互間で学習意欲を高めにくい。

児童の発達に応じた活動を行いにくい。

体育授業で、チーム編成が難しい。

学校行事において教員の調整がしにくい。

集団で取り組む学習で、グループ編成がしにくい。

情報交換ができる教員が少ない。

生徒指導面で共通の理解がしにくい。

教員間の協同性が生まれにくい。

児童の多様な要望に応えるのが難しい。

教員と児童の関わりが過剰になりがちである。

児童の自主性の発達が阻害されやすい。

固有値

寄与率

累積寄与率

信頼性（クロンバックα係数）

社会性/学力

授業指導
（集団活動）

学校経営
（学級運営）

自主性

項目

－ 70 －



 なお、北九州市教育委員会では、地域の思いを

把握する方法として、説明会、アンケートなどを

活用している。その際に、保護者会、自治会、ま

ちづくり協議会、学校関係者など、協議の対象と

なる組織が多くあるので、それぞれの思いが把握

できるよう努めている。 

 

Ⅲ 小規模校に対する意識様相の推論

 次に、教員の教育論理を探って見るために、北

九州市内の小・中学校教員を対象にアンケート調

査を行った。その中で、教員の意識様相の推論に

は、小規模校に対する意識項目の回答結果を用い

て因子分析を行った。以下では、その詳細につい

て述べる。 

 

１．分析方法

まず、小規模校に対する意識項目の調査票は 16

個からなる 4 点尺度（値が高い方が否定的な意識

の方向）の質問によって構成されている。分析に

用いた調査対象は、北九州市内の小学校教員 552

名（123 校）、中学校教員 362 名（58 校）、合計で

914 名である。調査データは 2013 年 6 月から 8 月

にかけて収集された。 

次に、因子分析には、主因子法とバリマックス

回転を施した。因子分析後の因子負荷量行列を表

1 に示す。 

 

２．考察結果

最初に、因子分析の結果として、固有値１以上

の４つの因子を得た。各因子は質問の内容から、

① 社会性/学力、② 授業指導（集団活動）、③ 学

校経営（学級運営）、④ 自主性と命名した。ここ

で、因子の信頼性は、因子１の社会性/学力と因子

２の授業指導（集団活動）が７割以上の良好な信

頼性を有している。反面、因子３の学校経営（学

級運営）と因子４の自主性は７割に達しておらず、

今後、因子３と因子４に関する質問項目を補う必

要がある。 

一方、累積寄与率は 62%を占めた。なお、質問

項目の中で 12,15,16 番の質問は、低い共通性を示

しており、かつ除去したほうが信頼性に寄与でき

るので削除した。 

以上をまとめると、①各因子は、6 割以上の信

頼性を有している、②因子らは、各質問について、

5 割以上の共通性を有している、③因子らによる

表１ 教員の小規模校に対する意識調査結果（因子負荷量行列表） 

 
※ 項目は質問票で使用されたワーディングを短縮したものである。 

次元 因子１ 因子２ 因子３ 因子４ 共通性 平均

多方面での児童能力の発達が望みにくい。

児童の役割や位置づけが固定化しがちである。

児童相互間で学習意欲を高めにくい。

児童の発達に応じた活動を行いにくい。

体育授業で、チーム編成が難しい。

学校行事において教員の調整がしにくい。

集団で取り組む学習で、グループ編成がしにくい。

情報交換ができる教員が少ない。

生徒指導面で共通の理解がしにくい。

教員間の協同性が生まれにくい。

児童の多様な要望に応えるのが難しい。

教員と児童の関わりが過剰になりがちである。

児童の自主性の発達が阻害されやすい。

固有値

寄与率

累積寄与率

信頼性（クロンバックα係数）

社会性/学力

授業指導
（集団活動）

学校経営
（学級運営）

自主性

項目

累積寄与率が 6 割以上である、ということで、こ

のことは、表１からも確認できる。 

したがって、教員の小規模校に対する意識調査

の結果を、抽出された 4 つの因子で解釈すること

は、妥当性を有している、といえよう。 

因子分析の考察結果としては、次の 3 つを挙げ

ることができる。それは、― 第一に、社会性/学

力因子の寄与率が高いことから、北九州市の教員

は、小規模校に対して、社会性/学力向上の面で最

も憂慮を示している。第二に、学級運営因子を成

す因子負荷量が両方向性を示していることから、

小規模校における学級運営に関しては、否定的な

意識と肯定的な意識の両方が潜在している。第三

に、自主性因子を成す質問の平均値が 3 以上であ

ることから、北九州市の教員は、小規模校に対し

て、児童生徒の自主性養成の面で否定的な意識を

有している。 ― ということである。 

Ⅳ 教員の教育論理

 以上の因子分析からは、小規模校に対する 4 つ

の潜在因子を推論することができた。本節では、

この因子分析から得た教員の個々の因子得点につ

いて、多変量分散分析を施し、教員の経験や立場

による教育論理の違いについて考察を行った。 

 

１．分析方法

分散分析を行う際、対象の分類の枠組みとして

は、①教員の勤務地域、②小規模校の勤務経験と

小・中学校の組み合わせ、の 2 つを用いた。その

中で、教員の勤務地域に関しては、市街地、郊外

地、僻地・島嶼の３段階で分類(3)した。 

ここで、教員の現在の勤務地を分類基準として

用いたのは、学校の所在地域による教員の教育論

理の様相の違いを明らかにするためである。同じ

 

(a) 項目別の因子得点平均グラフ 

 

 

(b) 項目別の因子得点表 

 

図２ 因子得点項目別の平均と標準偏差 

平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均 標準偏差

社会性/学力

授業指導
（集団活動）

学校経営
（学級運営）

自主性

       項目内容

因子内容
経験なし N=23 経験あり N=339

小学校 中学校勤務地域

市街地 N=488 郊外地 N=380 僻地 N=46 経験なし N=41 経験あり N=511
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く、小・中学校と小規模校での勤務経験が教員の

教育論理に及ぼす影響を明らかにするために、小

規模校の勤務経験と小・中学校の組み合わせを分

散分析の分類基準として用いた。 

 

２．考察結果

多変量分散分析の枠組みとして用いた、因子得

点項目別の平均と標準偏差を図２に示す。ここで、

図２(a)のグラフから、以下に述べる、２つの示唆

点を読み取ることができる。 

まず、地域による因子得点平均グラフを見ると、

平均が、市街地に比べ、郊外地、僻地順で、だん

だん高くなることが確認できる。このことは、市

街地より、郊外地や僻地に勤務する教員の方が、

小規模校に対して否定的であることを表している。 

次に、小規模校の勤務経験と小・中学校の組み

合わせに関しては、小規模校での勤務経験がある

教員の方が、勤務経験がない教員と比べ、小規模

校に対して高い因子得点平均を有していることと、

小学校に勤務する教員の方が中学校に勤務する教

員より高い因子得点平均を有していること、を確

認できる。このことは、小学校に勤務する教員や、

小規模校での勤務経験を有する教員の方が小規模

校に対して否定的である、ことを示唆している。 

なお、教員の各因子の因子得点について多変量

分散分析を施すことにより、これらの平均の違い

が有意である
(4)ことを確認できた。 

 

Ⅴ おわりに（対象校の模索を巡って）

 本稿では、北九州市教員の教育論理の様相につ

いて因子分析と多変量分散分析を用いて解釈を試

みた。その結果、教育論理の様相から導いた対象

校選定における知見というのは、社会性/学力の向

上、教師の授業指導（集団活動）、児童生徒の自主

性養成の面において、僻地・島嶼地域と小学校で、

学校規模を適正化することがより求められている

ことを示した。  

最後に、学校規模適正化事業において、教員の

教育論理の役割を、行政論理と地域論理への共存

の場を提供することと、対象校選定のための知見

を提示することに位置づけることで、地域の児童

生徒達がより豊かな教育環境に恵まれることを期

待したい。 

【註】

(1) 平成 20 年 6 月、中央教育審議会初等中等分科会

において公立学校の適正配置について検討が要請

され、現在、作業部会において調査審議が行われ

ている。 

(2) 統計処理は、SmallStata12.1 を用いて行った。 

(3) 交通網、宅地配置、周辺環境を基準に、執筆者

が一貫性を持って分類した。  

(4) 多変量分散分析の結果を以下に示す。 
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